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 昨年の秋に、税理士の方々を前にして法人税に関する話をさせて頂く機会が何回かあったのですが、その内の２回の冒頭

に、① 会社法における「剰余金の配当」と法人税法における「剰余金の配当」は同じものか否か、② 私法と税法に優劣の関

係があるか否か、という二つの質問をさせて頂きました。  

 

 この二つの質問は、いわゆる「借用概念」について、実務に携わっている税理士の方々が実際にどのように認識しておられ

るのかということを確認する目的で行ったものです。  

 

 ただし、その目的に関しては、一切、触れずに、質問を行いました。  

 

 １回目は、１００人ほどの方々が居られましたが、①に関しては「同じではない」という意見の方がほぼ全てで、②に関しては

「優劣の関係がある」という意見の方が９割弱という結果となりました。  

 

 ２回目は、５０人ほどの方々が居られましたが、①に関しては全員が「同じではない」という意見で、②に関しては「優劣の関

係がある」という意見の方が約８割という結果となりました。  

 

 いずれも、殆ど同じ結果になったわけですが、この結果は、私には、全く予想外でした。  

１．「剰余金の配当」に関する意見と私法及び税法の優劣に関する意見の整合性について 

 私は、①の「剰余金の配当」に関する意見と②の私法及び税法の優劣に関する意見には、密接な対応関係があるはずだと

考えていました。つまり、①に関して会社法における「剰余金の配当」と法人税法における「剰余金の配当」は同じものであると

いう意見を持っている人は、②に関して私法及び税法には優劣の関係があるという意見を持っており、反対に、①に関して「同

じではない」という意見を持っている人は、②に関して「優劣の関係はない」という意見を持っているはずだ、と予想していまし

た。  

 

 しかし、この予想は、完全に外れたわけです。  

 

 近年、「剰余金の配当」や私法及び税法の優先劣後の関係に関して、特に、特別な意見を持つことになる改正や事件などが

あったわけではありませんので、上記の結果は、普段、税理士の方々が考えておられることを素直に反映したものと受け取っ

て良いはずです。  

 

 会社法における「剰余金の配当」と法人税法における「剰余金の配当」とは同じものではないと考えながら、私法と税法には

優劣の関係があると考えているという状態にある方々は、会社法と法人税法の関係をどのように描いておられるのでしょう

か。  

  



２．法律の優劣について 

 私は、上記の質問をする前には、現在の憲法の下においては法律に優劣の関係がないことは自明であると考えていました

ので、８割から９割もの税理士の方々が私法と税法に優劣の関係があるという意見であったことも、全く予想外でした。  

 

 １回目の質問で、先後の関係を質問しているのか優劣の関係を質問しているのかという点が明確ではなかったために予想

外の結果になったのではないかと考えて、２回目の質問の際には、わざわざ「先後の関係があるか否かではなく、優劣の関係

があるか否かの質問です」と断った上で、意見を尋ねたわけですが、結果は、１回目と殆ど同じでした。  

 

 税理士は「法律家」であるわけですから、法律に優劣があるという意見は出てくるはずがない、という先入観があったことが

間違いで、私が思い至らない何かがあるはずですが、それが何かということは、これらの質問を行った時点では、全く想像もで

きませんでした。  

３．理由を推測してみると 

 どうして上記のような結果になったのかということに関しては、明確な理由が分からず、正確に言えば、謎と言う他ないわけ

ですが、敢えて理由を推測してみると、次の二つが思い浮かびます。  

 

（１）実務と理論が乖離していること  

 ①の質問は、実務に密接な関係がある質問です。「剰余金の配当」は、税理士の実務において、日々、問題となることから、

会社法における「剰余金の配当」と法人税法における「剰余金の配当」とが同じものでないということは、税理士であれば、誰

でも正しく認識しているのではないでしょうか。  

 

 これに対して、会社法と法人税法に優劣があるか否かということは、税理士にとっては、日々の実務において殆ど全く問題と

なることがなく、理論の問題として聞き覚えたものが頭に残っているということになっているのではないでしょうか。  

 

 要するに、実務と理論に乖離があるということです。  

 

 これが上記の結論の理由であるとすれば、我が国の税法に関する研究や教育には大きな問題があるということなるように思

われます。  

 

 税理士試験では、上記のような質問に関する問題が出題されることはないものと思われますので、税理士試験の勉強の過

程で上記の結論となるような何かが起こることはないはずですが、税理士になって初めての頃に受講する税理士登録時研修

においては、上記のような質問に関する説明が行われます。  

 

 つまり、税理士登録時研修以後の研修等を受けることにより、上記のような結果が生ずる、と考えられるわけです。  

 

 税理士登録時研修から始まる研修等においては、上記の①と②の質問に関する答をどのように教えているのでしょうか。手

元に、税理士登録時研修から始まる研修等において用いた研修資料等で思い当るものがあるようであれば、「税法に定義の

ない用語の概念は私法の用語の「借用概念」であって、私法が税法よりも優位にある」という主旨のことが書かれていないか、

今一度、確認してみても良いかもしれません。  

  



 

（２）現実には「法律家｣と言い得るところにまで至り得ていない状況にある  

 「税理士は法律家である」と言われてはいるわけですが、税理士の現実の仕事は、「法律家」というよりも、「記帳・申告を行う

者」に近い状態にある場合が少なからずあり、それが上記のような結果となる理由の一つになっている、ということはないので

しょうか。  

 

 もし、それが上記のような結果となる理由であるとすれば、税理士は、普段、もう少し「法律家｣としての仕事をするように自ら

努めることが必要である、ということになるように思われます。  

 

 法人税関係法規の量は、平成１２年度税制改正以後、急速に増えており、現在は３倍以上にまでなっているわけですが、こ

のような近年の法人税制の大きな変化に伴い、法令の解釈の難易度も急速に高まっています。  

 

 税理士は、将来、無くなる職業の上位に位置づけられているとも聞きますが、特に中小企業を顧客としている場合には、記

帳・申告に加えて、法律家としての役割を果たすとともに質の高いコンサルティングを行い得るようになることが非常に重要に

なってくるように思われます。  

 

 

 税理士の方々は、上記の二つの質問の結果をどのように分析されるのでしょうか。   


